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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成26年２月13日に提出した第97期第３四半期（自　平成25年10月１日　至　平成25年12月31日）報告書の記載事項

の一部に記載漏れがありましたので、これを訂正するため、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　

２【訂正事項】

第一部　企業情報

第３　提出会社の状況

１　株式等の状況

(2）新株予約権等の状況

　

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿線で示しております。

　

第一部【企業情報】
第３【提出会社の状況】

　１【株式等の状況】

（訂正前）

　(１)省略

　(２)【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　(３)～(７)省略　

　

（訂正後）

　(１)省略

　(２)【新株予約権等の状況】

当第３四半期会計期間において発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。　

決議年月日　 平成25年９月26日　

新株予約権の数　（個） 1,400

新株予約権のうち自己新株予約権の数　（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　（株） 11,182,108　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額　（円） １株当たり 626.0　(注)２

新株予約権の行使期間
　自　平成25年10月29日

　至　平成30年10月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額　（円）

発行価格　　　 626

資本組入額　　　 313

(注)３

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 －

代用払込みに関する事項

各本新株予約権の行使に際しては、各本社債を出資する

ものとし、当該本社債の価額は、その額面金額と同額と

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

(注)１．本新株予約権の行使により、発行又はこれに代えて当社の有する当社普通株式を移転（以下、当社普通

株式の発行又は移転を当社普通株式の「交付」という。）すべき当社普通株式の数は、本新株予約権の

行使請求に係る本社債の額面金額（500万円）の合計額を、下記(注)２により決定される転換価額で除し

た数とします。但し、本新株予約権の行使の際に生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は

行いません。また、本新株予約権の行使により単元未満株式が発生する場合には、当社は会社法に定め

る単元未満株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算します。なお、下記転換価額で算

出される新株予約権の目的となる株式の数の最大整数は、提出日の前月末現在で11,182,108株です。
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２．新株予約権の行使時の払込金額

(1)本新株予約権の行使に際しては、本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、その額面金額と同

額とします。

(2)転換価額は、当社が本新株予約権付社債発行後、当社普通株式の時価を下回る金額で新たに普通株式を

交付する場合には、次の算式により調整されます。なお、次の算式において「既発行株式数」とは当社

の発行済普通株式（当社の保有するものを除く。）の総数を指します。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
既発行株式数 ＋

交付株式数 × １株当たり払込金額
────────────────

１株当たり時価
────────────────────────

既発行済株式数 ＋ 交付株式数

また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普

通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行その他本新

株予約権付社債の要項に定める一定の場合にも適宜調整されることがあります。但し、当社のストッ

ク・オプション・プランに基づく場合その他本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には調整は

行われません。

３．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の

定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端

数を生じる場合はその端数を切り上げた額とします。

４．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

(1)当社が組織再編等を行う場合、①その時点において（法律の公的又は司法上の解釈又は適用を考慮した

結果）法律上実行可能であり、②その実行のための仕組みが既に構築されているか又は構築可能で、こ

れにつきDaiwa Capital Markets Europe Limitedとの間で合意し、かつ③その全体において当社が不合

理であると判断する費用又は支出（租税負担を含む。）を当社又は承継会社等（以下に定義する。）に

生じさせることなく実行可能であるときは、当社は、承継会社等をして本社債の債務者とするための本

新株予約権付社債の要項に定める措置及び本新株予約権に代わる新たな新株予約権の交付をさせるよう

最善の努力をしなければなりません。

「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって本新株予約権付社債又は本新株予約権に係る

当社の義務を引き受ける会社を総称していうものとします。

(2)上記(1)の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりです。

①新株予約権の数

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債の所持人が保有する本新株

予約権の数と同一の数とする。

②新株予約権の目的である株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

③新株予約権の目的である株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の条

件等を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記（ⅰ）又は（ⅱ）に従

う。なお、転換価額は上記１と同様の調整に服する。

(ⅰ)合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行

使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会社等の

普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに

受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普通株式以外の証券

又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社等の普通株式の時価で

除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。

(ⅱ)組織再編等の場合（当社及び承継会社等が上記（ⅰ）の代わりに本（ⅱ）の適用を選択した場合に

は、合併、株式交換又は株式移転の場合を含む。）には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本

新株予約権を行使した場合に本新株予約権付社債の所持人が得られるのと同等の経済的利益を、当

該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、

転換価額を定める。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された社債を出資するものとし、当該社債の価額

は、本社債の額面金額と同額とする。

⑤新株予約権を行使できる期間

当該組織再編等の効力発生日又は承継会社等の新株予約権が交付された日のいずれか遅い方の日か

ら、本新株予約権の行使期間の満了日までとする。

⑥その他の新株予約権の行使の条件
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各新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算

規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結

果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本

金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

⑧組織再編等が生じた場合

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取扱いを行う。

⑨その他

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わな

い。承継会社等の新株予約権は承継された社債と分離して譲渡できない。

　(３)～(７)省略
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